
適正な請負事業の実施について

令和７年

岩手労働局職業安定部

需給調整事業室
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本セミナー資料で使用する用語について

本セミナーにおいては、次の通り略語を使用します。

原文はすべてインターネットや厚生労働省ホームページにより確認することが可能です。

○３７号告示：昭和61年労働省告示第37号「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」

○告示疑義第１集：「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」（３７号告示）に関する疑義応答集

○告示疑義第２集：「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」（３７号告示）に関する疑義応答集（第
２集）

○派遣法：労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

○派法則：労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則

○派要領：労働者派遣事業関係業務取扱要領

○安定法：職業安定法

○安法則：職業安定法施行規則

○安要領：職業紹介事業の業務運営要領

○供要領：労働者供給事業業務取扱要領

○基準法：労働基準法

○安衛法：労働安全衛生法
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本セミナーにおける定義
3

供給元
（受注者、請
負事業者、下
請、協力会社

等）

供給先
（発注者、注
文者、元請、
協力会社等）

請負契約
委任契約
準委任契約
供給契約
委託 など

労働者

本セミナーでは、
業務を発注し、労
働力の提供を受け
た企業を一律「供
給先」と表示しま
す。

本セミナーにおい
ては、業務を受注し、
労働力を供給した企
業を一律「供給元」
と表示します。



岩手労働局で把握した問題となりえる案件①
（禁止されている労働者供給事業）4

供給元
A社

供給先
B社供給契約

労働者

一の工事案件あたり●●円

「供給元から一時的
にお預かりしてい

る」

「当社で工事が
ないから、一定
期間他社で働い
てほしい」



岩手局管内の事業所の事例①（労働者供給）
この事例における問題点とは・・5

供給元
A社

供給先
B社供給契約

労働者

一の工事案件あたり●●円
普段関東に住んでおり、本当
はわざわざ遠方まで行って働
きたくないが供給元に逆らえ
ない

供給元から、毎回、期間限定で
多岐にわたる企業での勤務を命
じられ、雇用が安定しない不安。
賃金が安定しない不安。就業場
所等が安定しない不安

実態として供給元に賃金の一
部をとられ続けている

労働者の持つ不満

教育訓練の機会がなく、技能
が身につかず、賃金も上がら
ない。私なんかどこの会社で
も通用しない。

教育機会
の欠如

強制労
働の恐
れ

不安定
雇用、
不安定
待遇

中間
搾取



岩手局管内の事業所の事例①（労働者供給）
この事例における問題点とは・・6

供給元
A社

供給先
B社供給契約

労働者

一の工事案件あたり●●円

【強制労働の禁止】基準法第５条

使用者（労働関係があることが前提だが、事実上の労働関係が存在すると認められる場合も含むとし

ている判例がある）は、暴行、脅迫、監禁その他精神又
は身体の自由を不当に拘束する手段によっ
て、労働者の意思に反して労働を強制して
はならない

【中間搾取の排除】基準法第６条

何人も、法律に基づいて許される場合の
外、業として他人の就業に介入して利益を
得てはならない

【労働者供給事業の禁止】安定法44条

何人も労働者供給事業を行い、又はその労働
者供給事業を行う者から供給される労働者を自
らの指揮命令の下に労働させてはいけない（許可を受
けた労働組合が行う労働者供給事業を除く）

【労働条件の向上を図る義務】基準法第１条

労働条件は労働者が人たるに値する生活を営むた
めの必要を充たすべきものでなければならない。

２ この法律で定める労働条件の基準は最低のもの
であるから、労働関係の当事者は、この基準を理由
として労働条件を低下させてはならないことはもと
より、その向上を図るように努めなければならない



岩手局管内の事業所の事例①（労働者供給）
この事例における問題点とは・・7

供給元 供給先
供給契約

労働者

一の工事案件あたり●●円

【適正な運営の
ためのポイン
ト】
供給元と労働者
間で雇用関係を
結ぶこと

「雇用関係を結ぶ」＝「供給元が使用
者としての責任を果たす」こと。
例えば、労働条件明示書にて定めた雇用期間や
就業場所、賃金等の約束を遵守することや、基
準法第１条「使用者は労働条件の向上を図るよ
う努めなければならない」等の責任を負う

【重要】「雇用関係さえ移せば、
人の貸し借りができる」と誤認
されているケースがありますが、
雇用関係が無くなったとしても
何らかの関係性を保ちながら、
労働者を供給することは全て禁
止されている労働者供給事業に
該当する違法行為となります。

供要領第１の１（１）
「○労働者供給」①

供給契約に基づいて労働
者を他人の指揮命令を受
けて労働に従事させる場
合のうち、供給元と労働
者との間に雇用関係がな
いものについてはすべて
労働者供給に該当する



岩手労働局で把握した問題となりえる案件②
（禁止されている偽装請負令和６年１月１８日、２月６日情報提供）8

供給元
（下請）

供給先
（元請）供給契約

労働者

労働時間の管
理や時間外手
当の管理は供
給先がやって
いるだろう

うちの社員ではない
のでわからないが、
年齢的に熟練者だろ
うから、安全教育を
しなくても大丈夫だ

ろう

供給先（元請）が受注した道路工事１００㎡のうち、履行期限の都
合上３０㎡の工事を供給元（下請）に頼んだケース
そして供給元の労働者が一人で供給先の工事現場で働き、工事現場

に供給先の労働者と供給元の労働者が混在しているケース



岩手局管内の事業所の事例②（偽装請負）
この事例における問題点とは・・9

供給元
（下請）

供給先
（元請）請負契約

労働者

年次有給休暇をとりたいし、残業代を
供給先に頼んでも「わからない」、供
給元に頼んでも「わからない」と結果
として権利が守られない

未経験者で供給元に採用され、入社
後に教育してくれると思ったが、す
ぐに供給先の就業場所に配置され、
ノウハウがない。供給先が当然わか
るだろうというスタンスで業務指示
してくるがわからない

供給元も供給先も業務を教えてくれず、
技能が身につかない＝労働条件が向上
しない

労働者の持つ不満

重大な
労災事
故につ
ながる
恐れ

労働者
の権利
が守ら
れない
恐れ
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偽装請負は、責任の所在が曖昧になることによる死亡
災害を始めとする重篤な労働災害の恐れや、基準法で
定めた労働者の権利が守られない恐れがあります。

区分 労働基準法 安全衛生法

派遣 派遣元・派遣先においてそ
れぞれの責任を負う

派遣元・派遣先においてそ
れぞれの責任を負う

偽装請負 あいまい あいまい
適正な請負 請負事業主のみ責任を負う 請負事業主のみ責任を負う

重大な労働災害
や、労働条件が
確保されないお

それ

指揮命
令をし
てはな
らない

労働者

請負
事業主

発注者請負
契約

請負

指揮
命令指揮命

令

労働者

派遣元 派遣先派遣
契約

派遣（建設業務は派遣禁止）



岩手局管内の事業所の事例②（偽装請負）
この事例における問題点とは・・11

供給元
（下請）

供給先
（元請）請負契約

労働者

【適切な運営のた
めのポイント】
供給先が「業務上
の指揮命令」や
「雇用管理」に関
わってはならない

【適切な運営のた
めのポイント】
供給元のみが、業
務上の指揮命令や
雇用管理を行うこ
と

○業務の実施について、供給
元が全ての責任（勤務時間管
理、年次有給休暇付与、労働者の安

全を守る義務等）を負うことが
必要



岩手労働局で把握した問題となり得る案件③
（令和６年３月７日情報提供）12

供給元
供給先
A

（下請）

供給契約

労働者

一人一日あたり●●円

供給先
B

（元請）

雇
用
関
係

供給契約

「供給先Aの
雇用になって
くれ」

下請の社員になれと言わ
れ現場に来たら、元請の
作業場で元請から業務指

示された。

【重要】「雇用関係さえ移せば、人の
貸し借りができる」と誤認しているが、
雇用関係を移したとしても何らかの関
係性を保ちながら、労働者を供給する
ことは全て禁止されている労働者供給
事業に該当する違法行為となります。



岩手労働局で把握した問題となり得る案件④
（令和６年２月２１日情報提供）13

供給
元

供給先
A

（下請）

供給
契約

労働者

一人一日あたり●●円

「供給先B(元
請）の雇用に
なってくれ。
作業指示は下
請が行う」

なぜ供給先B（元請）
として工事現場に入場
するの？

供給
契約

供給先
B

（元請）

発注者
業務
委託

なぜ給与が供給元から支払わ
れるの？ピンハネされた？ なぜ供給先A（下請）が

業務指示するの？

【重要】供給元ー労働者間に雇
用関係があり、かつ供給先ー労
働者間でも雇用関係があったと
しても反復継続の意思をもって、
供給元ー供給先間で労働者を供
給する約束がされた場合は、禁
止されている労働者供給事業に
該当する違法行為となります。



【偽装請負や労働者供給事業がもたらす弊害】
第三者が人と職業との結合過程に介入することから生じる
１）強制労働（本人の意思に反して働かせること）（労働者供給事業がも
たらす弊害）
２）中間搾取（労働者供給事業がもたらす弊害）
３）業者が２社あり、責任の所在が曖昧となり、使用者に義務づけられた
安全衛生法上の安衛教育等が講じられない。結果として重篤な労働災
害につながる恐れ（偽装請負がもたらず弊害）
４）業者が２社あり、責任の所在が曖昧となり、使用者に義務づけられた
労働基準法上の義務（残業代を支払うことや年次有給休暇の付与等）
が履行されないおそれ（偽装請負がもたらす弊害）
５）教育訓練機会が乏しくなり、労働者の技能が上がらず、労働条件の向
上が不十分となりやすい

指揮命令

労働者

供給元 供給先供給契
約

人夫だし（労働者供給事業）の例
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なぜ偽装請負、労働者供給事業がなぜいけないのか？

指揮命令

労働者

供給元 供給先供給契約

人夫だし（偽装請負）の例

請負のルール＝労働者の
権利、待遇、安全等を守る
ためのもの



・雇用契約上「システム検査」業務

・実際の業務内容は、雇用契約で定めた
業務内容より難易度の高い「SE業務」で
あり、供給先が業務指示するもの

・労働者は手に負える業務ではないと感
じているが、取り合ってもらえない。教
育訓練など技術的支援もない

【再掲】【偽装請負や労働者供給事業がもたらす弊害】
第三者が人と職業との結合過程に介入することから生じる
１）強制労働（本人の意思に反して働かせること）（労働者供給事業がも
たらす弊害）
２）中間搾取（労働者供給事業がもたらす弊害）
３）業者が２社あり、責任の所在が曖昧となり、使用者に義務づけられた
安全衛生法上の安衛教育等が講じられない。結果として重篤な労働災
害につながる恐れ（偽装請負がもたらず弊害）
４）業者が２社あり、責任の所在が曖昧となり、使用者に義務づけられた
労働基準法上の義務（残業代を支払うことや年次有給休暇の付与等）
が履行されないおそれ（偽装請負がもたらす弊害）
５）教育訓練機会が乏しくなり、労働者の技能が上がらず、労働条件の向
上が不十分となりやすい
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岩手労働局で把握した問題となる可能性のある事案
（令和６年１２月５日情報提供）

指揮命令

労働者

供給元 供給先準委任契約

問題となる可能性のある請負事案

この事例では、先に触れた弊害１）～５）のうち
１）強制労働＝本人の意思に反して働かせている可能性があ
り、２）中間搾取＝供給元の利益のために働かれている可能
性があり、５）教育訓練の機会がなく労働者の技能の向上や
労働条件の向上につながらない等という弊害が生じており、
好ましい運用とはなっておりません。



16 責任の所在が曖昧になることによる死亡災害を始めと
する重篤な労働災害の発生する可能性が高まります

偽装請負を行う
と企業名公表、
刑事告発

派遣法第５９条
偽装請負（無許可
派遣）は１年以下
の懲役又は百万円
以下の罰金



17 責任の所在が曖昧になることによる死亡災害を始めと
する重篤な労働災害の発生する可能性が高まります



18 責任の所在が曖昧になることによる死亡災害を始めと
する重篤な労働災害の発生する可能性が高まります



19 責任の所在が曖昧になることによる死亡災害を始めと
する重篤な労働災害の発生する可能性が高まります



20 偽装請負とは・・・

偽装請負とは、請負と称していても、実態は労働者派遣事業又は違
法な労働者供給事業に該当するもの

指揮命
令

労働者

供給元 供給先供給
契約

指揮命
令

労働者

派遣元 派遣先派遣
契約

派遣（建設業務は派遣禁止）

労働者供給①（違法行為）

指揮命
令をし
てはな
らない

労働者

受注者 発注者請負
契約

指揮
命令

請負

指揮命
令

労働者

供給元 供給先供給
契約

労働者供給②（違法行為）

派遣＝自己の雇用する労働者を、当該雇用関係の下に、かつ他人の指揮命令を受けて、当該他人のため
に労働に従事させること

労働者供給①＝供給元と労働者との間に支配従属関係（雇用関係を除く）があり、供給先が自ら指揮命
令（雇用関係含む）の下に労働させる

労働者供給②＝供給元と労働者との間に雇用関係があり、供給先は労働者を雇用関係の下に労働に従事
させる



偽装請負は法令違反なの？

●請負と称していても、実態としては３７号告示
の基準に照らし労働者派遣事業と評価した場合は、
派遣法の規定に照らして違反を認定することにな
る（３７号告示違反とはならない）
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●偽装請負と認定された場合に起こりえる法違反

１）禁止業務に派遣した違反

供給元：建設業務等に労働者派遣を行ってはならない旨を定めた派遣法第４条第１項違反（一年以下の懲役又は百万円以下の罰金）

供給先：建設業務等に労働者派遣を行ってはならない旨を定めた派遣法第４条第３項違反

２）禁止業務ではない場合、かつ、派遣の許可事業所ではない場合

供給元：労働者派遣事業を行おうとする者は許可を受けなければならない旨を定めた派遣法第５条第１項違反（一年以下の懲役又は百万円以下の
罰金）

供給先：許可のない事業主から労働者派遣を受けてはならない旨を定めた派遣法第２４条の２違反

３）禁止業務ではない場合で、かつ、派遣の許可事業所である場合

供給元：労働者派遣契約を締結しなければならない派遣法第２６条第１項等違反

供給先：派遣法第２６条第１項等違反

４）労働者供給事業の禁止した安定法第４４条違反（一年以下の懲役又は百万円以下の罰金）

供給元と労働者の間に雇
用関係がない場合等は、
労働者供給事業（職業安
定法違反）と認定し安定
法違反となることもある。



３７号告示は派遣と請負を区分するための基準

契約形式等が「請負」等と称しても、３７号告示に照らして実態を確認し、実態として派遣と
判断されることがあります。

そして、建設業務の場合は派遣の禁止業務となりますので、３７号告示の請負の基準に合致し
ない場合は、派遣法違反となります。
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適正な請負とするために
は、３７号告示の請負と
なるための基準を満たす
必要があります。

指揮命
令をし
てはな
らない

労働者

供給元 供給先請負
契約

指揮
命令

請負



当社は請負ではなく業務委託だから大丈夫？

民法で定める契約形式である請負や委任、
準委任、その他一般的な呼称である委託、
業務委託を問わず、実態に即して３７号
告示の基準に基づき「請負」を判断しま
す。

23



労働者

供給元 供給先供給契
約供給元と労

働者間に雇
用関係がな
いものはす
べて労働者
供給に該当
し禁止され
ている

禁止されている労働者供給事業の例

24 適正な請負の実施のためには、供給元が労働者と雇用関
係となり（一部例外あり）、使用者としての責任を果たす必要がある

【適正な請負事業の条件】

○適正な請負のためには、供給元（受注者）であ
る使用者が労働者との間で雇用関係（一部例外あり）とな
り、供給元（受注者）が使用者としての責任を果
たす必要があり、具体的には次のような責任を果
たす必要があります。

１）労働基準法関係の遵守。例えば雇用契約で定
める契約期間の遵守⇒雇用の安定につながる

２）同法労働条件の明示事項（賃金、労働時間の
管理）を確実に行う責任がある⇒労働者の待遇確
保につながる

３）使用者に義務づけられた労働者の安全と健康
を確保するための措置（労働安全衛生法第３条）
の実施や安全衛生教育の実施（労働安全衛生法第
５９条）⇒労働者の安全と健康の確保につながる
等

指揮命令を
してはなら
ない

労働者

供給元 供給先請負契約

指揮命
令

請負

供給元と労働
者間で何らか
の関係を保ち
ながら、人の
貸し借りを行
うことは違法



偽装請負のときの労働契約みなし制度
25

派遣労働者を禁止業務に従事させた場合や
偽装請負があった場合で、当該労働者が希望
したときは、派遣先と労働契約が成立します。
なお、労働者の受け入れ先に受け入れの拒否
権がありません。



適正な請負のための条件 ３７号告示

適正な請負の判断基準は「労働者派遣事業と請
負により行われる事業との区分に関する基準を定め
る告示」（労働省告示第３７号）により定められていま
す。
【請負とされる条件】次のいずれにも該当すること。
１）労働者に対する業務の遂行方法に関する指示その他の管理を自ら行うこと。
２）労働者の業務の遂行に関する評価等に係る指示その他の管理を自ら行うこと。

３）労働者の始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇等に関する指示その他の管理
を自ら行うこと。
４）労働者の労働時間を延長する場合又は労働者を休日に労働させる場合における指示その他の管理
を自ら行うこと。
５）労働者の服務上の規律に関する事項についての指示その他の管理を自ら行うこと。
６）労働者の配置等の決定及び変更を自ら行うこと。
７）業務の処理に要する資金につき、すべて自らの責任の下に調達し、かつ、支弁すること。
８）業務の処理について、民法、商法その他の法律に規定された事業主としてのすべての責任を負うこと。
９）次のいずれかに該当するものであって、単に肉体的な労働力を提供するものではないこと。
ア．自己の責任と負担で準備し、調達する機械、設備もしくは器材（業務上必要な簡易な工具を除く）

又は材料もしくは資材により業務を処理すること。
イ．自ら行う企画又は自己の有する専門的な技術もしくは経験に基づいて業務を処理すること。

【ポイント】
１）～９）のうち、ひとつでも該当
しない場合は、労働者派遣事業を
行っていることとみなされ、派遣の
許可を持っていない場合等は派遣法
違反での指導対象となります。

26

【ポイント】
事業所２社間の責任の所在があいまいに
なることがよくないので、告示第３７号
では責任の所在を明確化するもの

指揮命
令をし
てはな
らない

労働者

受注者 発注者請負
契約

指揮
命令

請負



３７号告示における請負となるための条件①

１．労働者に対する業務の遂行方法に関する指示その他の管理を供給元が行うこと

⇒供給先（発注者、元請等）が業務上の指揮命令をすると、請負ではなく派遣と判断されます。

27

【ポイント】

供給先（発注者、元請等）が労働
者と、業務に関係のない日常的な会
話をしても偽装請負にはあたりませ
ん（告示疑義１集問１）

指揮命
令をし
てはな
らない

労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負

【ポイント】

供給先（発注者、元請等）との打ち合わせに
供給元（受注者、下請等）の労働者が同席する
こと自体では偽装請負とは判断されませんが、
打ち合わせの際に作業の順序や従業員への割り
振り等の指示がある場合は偽装請負と判断され
ます（告示疑義２集問９）

【ポイント】

供給先（発注者、元請等）が供給元
（受注者、下請等）に対して仕事の順
序・方法等の指示を行うことは偽装請負
と判断されます（告示疑義第１集問７）

適正な請負と判断されるためには、
業務の遂行に関する指示を供給元
（下請等）が自ら行う必要があり

ます。

【ポイント】

供給先（発注者、元請等）が労働者に技術指導を行うこと
は偽装請負と判断されますが、次の場合は除く。

・供給元（受注者、下請等）が供給先（発注者、元請等）か
ら新たな設備を借りた場合の貸主としての設備の操作方法の
説明

・安全衛生上の緊急に対処する必要のある事項（告示疑義１
集問10）

【ポイント】

供給先（発注者、元請等）が災害時などの緊
急の必要により、供給元（受注者、下請等）の
労働者に対して健康や安全を確保するために必
要となる指示を与えることは偽装請負にはあた
りません（告示疑義２集問３）

【ポイント】

複数の供給元（受注者、下請等）が同じ現場
に入場している場合で、安衛法第29条により供
給先（発注者、元請等）が講ずべき措置として、
請負労働者に対して指導することは偽装請負に
はあたりません（告示疑義第２集問５）



供給先（発注者、元請等）の現場責任者から供給元（受注者、
下請等）の雇用する労働者に直接指揮命令を行ってもよい
か？

【供給先（発注者、元請等）から
労働者への直接の指示は違法】

供給先（発注者、元請等）の現
場責任者から供給元（受注者、下
請等）事業主の雇用する労働者に
直接指揮命令をした場合、派遣禁
止業務に事実上労働者派遣を行っ
ていると判断され、供給元は派遣
法第４条第１項違反、供給先は派
遣法第４条第３項違反となります。

28

【供給先（発注者、元請等）から注文が
ある場合】

供給先（発注者、元請等）から供給元
（受注者、下請等）事業主又は管理責任
者に対して、作業工程の見直しや欠陥業
務など発注に関わる要求や注文を行うこ
とは、業務請負契約の当事者間で行われ
るものであり偽装請負には当たらない
（告示疑義第１集問２）

指揮命
令をし
てはな
らない

労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負

「労働者」に対する指示はNG
だが、供給元（受注者、下請
等）の事業主又は管理責任者

への指示なら可能

【供給先（発注者、元請等）
から供給元の管理責任者への
指示】

管理責任者（作業所での業務指示、
労働者の管理、供給先（発注者）との注
文に関する交渉の権限を付与された者）

に対する業務指示は偽装請負
とされず、管理責任者が作業
員を兼任することは問題ない。

管理責任者が不在とすると
きは代理の者を選任すること
としても問題はない。

作業場に作業員が１人しか
いない場合、当該作業員が管
理責任者を兼任することは実
態として供給先から労働者へ
の指揮命令となることから、
偽装請負と判断される

（告示疑義第１集問４）



車両運行管理業務において、当初依頼していた行き先以外で
緊急に別の用務先に行く必要が生じたときに、供給先（発注
者）の労働者が供給元（受注者）の労働者に当該用務先に立
ち入るよう直接依頼してよいか？

29

適正な請負と判断されるには供給元（受注者）が自らの労働者に対して業務の遂行方
法に関する指示を行う必要があり、供給先（発注者）が供給元（受注者）の労働者にこ
のような指示をすることは原則としてできない。

一方で車両運行管理業務の性質上、日時、場所等を指定した運行計画により供給元
（受注者）に依頼することが社会通念上困難となる場合がある。

例えば当初予定してなかった用務先に行く必要が急遽生じたときは、供給先（発注
者）が直接供給元（受注者）の事業主の了解を取ることが基本だが、これに代えて、供
給先（発注者）の労働者が、供給元（受注者）の労働者に対して用務先の追加や変更を
伝えたとしても、直ちに当該注文の変更を社内から携帯電話等による連絡により供給元
（受注者）事業主の了解を得るなどして供給元（受注者）の事業主が自らが業務の遂行
方法に関する指示をしていると認められる限り、供給先（発注者）からの指揮命令に該
当するとは判断されない。（告示疑義第２集問４）



供給先（発注者、元請等）の労働者と供給元（受注者、
下請等）の労働者が混在してもよいか？

【ポイント】

供給先（発注者、元請等）の労働者と供給元（受注者、
下請等）の労働者が混在するだけをもって偽装請負と判断
されない。

適正な請負と判断されるためには、供給元（受注者、下
請等）が、自己の労働者に対する業務の遂行に関する指示
その他の管理を自らが行っていること、請け負った業務を
自己の業務として契約の相手方から独立して処理すること
が必要ですので、供給先（発注者、元請等）の労働者と供
給元（受注者、下請等）の労働者が混在しているだけを
もって偽装請負（派遣）と判断されるものではない。

ただし、作業内容に連続性がある場合であって、それぞ
れの作業スペースが物理的に区分されないことや、それぞ
れの労働者が混在していることが原因で、供給先（発注者、
元請等）が業務の遂行方法に関する事項を必然的に直接指
示を行ってしまう場合は偽装請負（派遣）と判断される
（告示疑義第１集問５）

30

指揮命
令をし
てはな
らない

労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負



３７号告示はアジャイル型開発のようなシステム開発
で準委任契約する場合も適用されるか？

【ポイント】

アジャイル型開発のような準委任契約でも３７
号告示により実態に即して判断される。

発注者側と受注者側の開発関係者が相互に連携
し、情報の共有や、システム開発に関する技術的
な助言・提案を行っていたとしても実態として、
発注者と受注者の関係者が対等な関係の下で協働
し、受注者側の開発担当者が自律的に判断して開
発業務を行っていると認められる場合であれば偽
装請負と判断されるものではありません。

他方で、実態として発注者側の開発責任者が、
直接業務遂行方法や労働時間等に関する指示を
行うなど指揮命令があると認められるような場
合は偽装請負と判断されます。（告示疑義第３
集問１）

31

指揮命
令をし
てはな
らない

労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負

アジャイル型開発とは、一般に、開発要件の全
体を固めることなく開発に着手し、市場の評価や
環境変化を反映して開発途中でも要件の追加や変
更を可能とするシステム開発の手法であり、発注
者側及び受注者側の開発担当者が対等な関係の下
でそれぞれの役割や専門性に基づき協働し、情報
の共有や助言・提案等を行いながら個々の開発担
当者が開発手法や開発の順序等について自律的に
判断し開発業務を進めることです。



３７号告示における請負となるための条件②

２．労働者の業務の遂行に関する評価等に係る指示その他の管理を供給元（受注
者、下請等）の事業主が自ら行うこと

32

【ポイント】

日々の作業内容を記し
た作業日報を供給先（発
注者、元請等）が確認し、
供給先（発注者、元請
等）が評価に関与し、管
理した場合は偽装請負
（派遣）と判断される。

評価に
関与し
てはな
らない

労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負



３７号告示における請負となるための条件③④

３．労働者の始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇等に関する指示その他の管理
（これらの単なる把握を除く）を供給元（受注者、下請等）事業主が自ら行うこと

33

【ポイント】 供給先（発注者、元請等）の業務と供給元
（受注者、下請等）の業務に連続性・関連性があり、作業
時間や終了時間が実質的に定まってしまう場合等供給元
（受注者、下請等）が自らの業務遂行に関する指示その他
の管理を行っていると見なせないときは偽装請負（派
遣）と判断される（告示疑義第１集問６）。

ただし、供給元（受注者、下請等）の業務の効率化や安
全衛生管理の必要性等合理的な理由がある場合に、結果
的に供給先（発注者、元請等）と同じ就業時間となった
としても偽装請負（派遣）とは判断されない（告示疑義第
２集問１１）

４．労働者の労働時間を延長する場合又は労働者を休日に労働させる場合における指示
その他の管理（単なる把握を除く）を供給元（受注者、下請等）事業主自ら行うこと

勤務時
間に関
する指
示・管
理をし
てはな
らない労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負



３７号告示における請負となるための条件③④
34

【ポイント】

例えば製造業務の場合、受託業務の業務量の増加
に伴う受託業務従事者の時間外、休日労働について
は、受託者側の現場責任者が業務の進捗状況等を見
て決定し指示を行う必要がある（派要領第１の１（３）ロ「労働者派遣事業と受け鬼

より行われる事業との区分に関する基準の概要」Ⅱ１（２）②）



３７号告示における請負となるための条件③④
具体的な事例

・外壁塗装工事１００㎡を行う建設業者A社

・工事の手順は、１）下地処理⇒２）塗装

・履行期限の都合上、A社の協力会社のB社にも手伝ってもらうケースの場合

35

【好ましくない事例】

・A社が１）下地処理を行い、その後B社が
２）塗装を行うという業務分担とし、A社とB
社が一斉に工事現場に入り、業務に連続性が
あるがゆえにA社の業務が終わるのをB社が
待っているケース

⇒A社とB社の工事に連続性があり、B社の従業員の作業
時間が実質的に定まってしまうため、B社が自社の従業
員の勤務時間管理ができず適正な請負とは判断されま
せん。

【好ましい事例】

・A社が東側５０㎡、B社が西側５０㎡
を担当し、それぞれの会社が全行程の
工事を実施するという業務分担

・A社が１）下地処理を行い、その後B
社が２）塗装を行うという業務分担と
し、A社が自社の業務を１月１５日まで
に完了させ、１月１６日から７日以内
にB社業務を完了してほしいことを約束
する業務分担

上記の事例の場合は、B社が自社従業員に関す
る勤務時間管理が行えるため適正な請負とな
る。



３７号告示における請負となるための条件⑤

５．労働者の服務上の規律に関する事項についての指示その他の管理を供給元
（受注者、下請等）事業主自らが行うこと

36

【ポイント】

供給元（受注者、下請等）の労働者に対して供
給先（発注者、元請等）が直接作業着の指示を
行ったり、供給元（受注者、下請等）事業主を通
じた関与を行うことは、供給元（受注者、下請
等）事業主が自己の労働者の服務上の規律に関す
る指示を自らが行っていないことになり偽装請負
（派遣）と判断される（告示疑義第１集問９）。

ただし部外者の侵入を防止するため、又は、労
働者の安全衛生のため等の特段の合理的な理由に
より双方合意の上特定の作業服を着用することに
ついては偽装請負（派遣）と判断されない（告示
疑義第１集問９）

【ポイント】

供給元（受注
者、下請等）事
業主の業務の効
率化等合理的な
理由がある場合
に、結果的に供
給先と同じ服務
規律となっても
それのみをもっ
て偽装請負（派
遣）と判断され
ない（告示疑義
第２集問１１）

服務上
の規律
に関す
る指示
をして
はいけ
ない労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負



３７号告示における請負となるための条件⑥

６．労働者の配置等の決定及び変更を供給元（下請等）事業主自らが行うこと

37

【ポイント】

供給先（発注者、元
請等）が供給元（受注
者、下請等）の労働者
の配置、一人一人への
仕事の割り付け等を決
定することは偽装請負
（派遣）と判断される
（告示疑義第１集問
７）

【ポイント】

請負業務の業務量が変動する
場合であってもそれだけをもっ
て偽装請負と判断されないが、
業務の完了を目的とした業務の
受発注ではなく、業務を処理す
るために費やす労働力（労働者
の人数）に関して受発注を行い、
投入した労働力の単価を基に請
負料金を設定している場合は偽
装請負（派遣）と判断される
（告示疑義第１集問８）

労働者
の配置
に関す
る指示
をして
はなら
ない労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負



３７号告示における請負となるための条件⑦⑧

７．業務を処理する資金につき、全て供給元（受注者、下請等）事業主自らの責
任の下に調達し、かつ支弁すること

38

【ポイント】

適正な請負とするためには、各種法令に定められた事業
主としての責任を供給元（受注者、下請等）の事業主自ら
が負う必要があります。

例えば、

「民法６３２条 請負は当事者の一方がある仕事の完成す
ることを約し・・・」とあり、仕事の完成をする責任を供
給元自らが負うことや、「労働基準法第１条 労働関係の
当事者は労働条件を低下させてはならないことはもとより、
その向上を図るように努めなければならない」との責任を
供給元自らが行うこと 等

８．業務の処理について民法、商法その他の法律に規定された事業主としての全
ての責任を負うこと

業務処理
について
法律に規
定された
供給元の
責務に関
与しては
ならない

労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負



３７号告示における請負となるための条件⑨

９．次のいずれかに該当するものであって単に肉体的な労働力を提供するものでないこと

１）調達する機械、設備若しくは器材（業務上必要な簡易な工具を除く）又は材料もしくは資材
については、供給元（受注者、下請等）の自己の責任と負担で準備し、業務を処理すること

２）供給元（受注者、下請等）自ら行う企画又は自己の有する専門的な技術若しくは経験に基づ
いて業務を処理すること
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【ポイント】

食堂、化粧室のように業
務処理に直接必要とはさ
れない福利厚生施設や建
物の玄関、エレベーター
のように不特定多数の者
が使用可能な場所・設備
を供給先と供給元が共同
で使用することは差し支
えない（告示疑義第１集
問１２）

【ポイント】

１）の場合に、請負業
務の処理自体に直接必
要とされる機械や資材
等を、請負契約とは別
個の双務契約により供
給先から借り入れたり、
購入することは可能
（告示疑義第１集問１
３）

単なる
労働力
の提供
を求め
てなな
らない

労働者

供給元
（受注者、
下請等）

供給先
（発注者、
元請等）

請負
契約

指揮
命令

請負



ご清聴ありがとうございました

人の貸し借り（人夫出し）という手法では
なく、適正なルールに基づく請負を行い、供
給元（受注者、下請等）としての責任を果た
すことで、労働者の権利（基準法の労働条件
の向上、強制労働の禁止、中間搾取の排除
等）や、安全と健康（安衛法）を守る取り組
みをお願いします。
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